
１. 序論

1.1 問題意識

本稿の目的は, 行政組織と民間企業で働く大卒ホワイトカラーの昇進選抜の比較分析を行な

うことにある｡

白井 (����) �����によると, 日本の民間企業の昇進管理には ｢学歴別年功的昇進管理原則｣
が存在すると指摘されている｡ その仕組みの基では, 学歴別に昇進ルートが設定され, そのル

ートをたどる集団は勤続年数と人事考課によって昇進の序列が決められるというものである１)｡

しかし, それは直ちに昇進をめぐる競争が繰り広げられていないということを意味するわけで

はない｡������(����) によると, 昇進競争の枠組みには, キャリアの最後まで昇進できるものを
選ばない競争移動 (｢���������������｣) と初期の段階で昇進できるものを選び, 彼らに将
来の昇進を約束する庇護移動 (｢�����������������｣) の二つが存在する｡ 前者は長期に亘
る昇進競争のことであり, 後者はいわゆるファスト・トラックを意味するが, アメリカの企業

で働くホワイトカラーを対象にキャリア・ツリーを作成した��������� (����) によると,
ホワイトカラーの昇進は, ������のいう競争移動と庇護移動のいずれかではなく, その中間
に位置するトーナメント競争であると主張する｡ このトーナメント競争とは, スポーツの大会

で頻繁に採用されている選抜方法で, 一つの試合に勝利をしても, 次の相手との挑戦権を得る

だけで次の勝利が保証されているわけではない｡ つまり昇進選抜に負けた者は次の昇進選抜を

争う機会が与えられず, 昇進競争に勝った者のみが次の昇進競争に参加できるという意味では

庇護異動になるが, 昇進競争に勝った者であっても, その後の昇進選抜で負ける可能性があり,

この点では競争移動になるのである｡

このトーナメント競争モデルあるが, 日本企業にも存在することを発見したのが, プーチッ

���

１) 学歴別年功的昇進管理原則の存在は, 八代 (����) においても指摘されている｡
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ク (����) である｡ プーチックは初期キャリアの評価が将来の昇進競争に勝つという点におい
て非常に重要であるということから, 初期の段階において低いランクのグループに入ってしま

うと, 昇進格差を挽回する機会は比較的少ないと述べる｡ つまりプーチックは, 初期のキャリ

アがその後の昇進の可能性を左右することを述べており, それは日本の昇進が早期選抜 (早い

昇進) であることを意味する｡ このような早い昇進の指摘は, 若林 (����) や花田 (����) に
おいても指摘されている２)｡ 若林 (����) は入社３年目, ７年目, ��年目の大卒社員の昇進を
分析し, 入社３年目で昇進できる者とそうでない者との選別が行われていると述べている｡ 花

田 (����) は業界を代表する日本企業５社の大卒社員のキャリア・ツリーを分析しているが,
対象企業の全てではないものの, 昇進できる者とそうでない者とを選別する選抜の前段におい

て, 昇進格差を挽回することができないことを指摘する｡ これらの研究は早い段階で昇進でき

る者とそうでない者との選別が行なわれているという意味で早い昇進を主張しているが, その

数は決して多くはない｡

これに対し, 日本企業の昇進はトーナメント競争 (早い昇進) だけでないという分析は数多

く存在する｡ その代表的な研究として, 小池 (����) や岩田 (����), 竹内 (����), 今田・平
田 (����) などがあげられる｡ 小池 (����) は, 日本企業の昇進は長期に亘る選抜であるが,��－��年目を過ぎると, 昇進できる者を急激に絞り込むことから, ｢将棋の駒｣ に例えて説明
する｡ 小池氏によれば, 年功的な部分は昇進の一部に過ぎず, 将棋の駒の肩の地点を越えると,

昇進できる者を急激に絞り込むのである｡ 岩田 (����) は, 初期の段階での僅かな差が後に拡
大していく点に着目し, 初期の僅かな差が日本人の地位意識や組織の性格, 年功序列などの制

度と適合し, 有効なインセンティブ・システムになると主張する｡ これらの研究によれば, 初

期の昇進段階において昇進する者とそうでない者を選別する必要性はなく, トーナメント競争

の存在を否定するわけでもない｡ つまり遅い昇進であっても, トーナメント競争モデルが存立

しうることを意味するが, 上記の研究はあくまでも仮説に過ぎず, より詳細な分析が必要とな

る｡ その実証的な研究が竹内 (����) や今田・平田 (����) である｡
竹内 (����) は企業内の昇進はトーナメント競争であることを前提として, 昇進時期と昇進
確率の二つの観点から, 同時期に昇進する ｢同期同時昇進｣, 昇進の年に差をつける ｢同期時

間差昇進｣, 少数の者を同時期に昇進させる ｢選抜｣, 少数の者に対して昇進の年に差をつける

｢選別｣ に分けて分析を行っているが, 日本の昇進は ｢同期同時昇進｣ から ｢同期時間差昇進｣

になり, ｢選抜｣ となった後は ｢選別｣ に移っていくことを明らかにしている｡ この過程では,
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２) 若林 (����) は入社３年目, ７年目, ��年目の大卒社員の昇進を分析した結果, ３年目までの実績
が７年目の昇進を規定し, さらに７年目までの実績がその後の昇進に影響を及ぼすことから, 入社３

年目までに昇進できる者とそうでない者に選別されると述べる｡ 花田 (����) は, 業界を代表する５
社の組織風土を分類した上で, キャリア・ツリーを作成しているが, 伝統的・保守的な日本企業であ

っても, エリートの選別がかなり明確に存在すると言う｡
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一定期間の昇進格差は小さいが, それが徐々に拡大し, 昇進する者とそうでない者を選別する

ことになる｡ 今田・平田 (����) は, 日本の大企業におけるホワイトカラーを対象に分析を行
い, 日本企業の昇進モデルは, 同期が同時期に昇進する ｢一律年功モデル｣ から, 同期で昇進

のスピードに差が見られる ｢昇進スピード競争モデル｣ になり, やがて昇進できる者とそうで

ない者とを選別する ｢トーナメント型競争モデル｣ から成る重層型キャリアだと規定する｡

これらの研究は, トーナメント競争を前提としながらも, 初期の差は僅かであり, それが後

に拡大していく過程で昇進できる者とそうでない者に分かれるという点が共通しており, 遅い

昇進を主張する研究と言える｡ これらの研究は, 早い昇進を主張する研究よりも多いことから,

総じて日本の昇進は遅い昇進が主流だと言って良いであろう３)｡

このように既存研究は, 分析方法や結果の解釈に違いはあるものの, いずれも昇進格差が発

生する時期 (第一次選抜出現期) と, 昇進格差を挽回することができなくなる時期 (横ばい群

出現期) に注目し, それらの時期が早いか遅いかを分析しているのである｡ しかし民間企業の

分析から得られたこうした成果が, 行政組織で働く公務員を含むホワイトカラー全般に当ては

まるのかどうかが問題となる｡

そこで公務員の昇進に関する研究史を紐解くと, 最近になって蓄積されつつあることがわか

る｡ 例えば, 国家公務員を対象に昇進メカニズムを分析した渡辺 (����) や早川 (����), 国
家公務員と地方公務員を含めた日本の官僚の人事制度を分析した稲継 (����), 地方公務員の
昇進を分析した山本 (����), 峯野 (����), 松尾 (����), 前浦 (����) などがそれである｡
いずれの研究も民間企業を対象とした既存研究の方法的枠組みを参考にしながら分析を試みて

いるが, これらの分析によって ｢年功序列｣ 的なイメージの強い公務員にあっても昇進格差は

存在し, 最終的に昇進できる者とそうでない者との選別が行われていることが実証されている｡

その意味においては, 民間企業であれ, 行政組織であれ, 昇進構造に大きな差異は無いと考え

られる｡

このようにホワイトカラーの昇進は, 最終的に昇進できる者とそうでない者を選別するトー

ナメント競争になるのである｡ しかし既存研究は, 実証分析を行っているがゆえに, それぞれ

の分析対象に特化せざるを得ないという課題を有している｡ そのため, 組織の論理や目的の異

なる民間企業と行政組織で働くホワイトカラーの昇進構造について, どの点が共通し, どの点

に差異が見られるかなどの分析が行われていないのである｡ ここにホワイトカラーの昇進構造

の比較分析を行う必要性がある｡

また公務員の昇進分析について付言すれば, 渡辺 (����) や早川 (����), 稲継 (����) に
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３) これらの研究以外に遅い昇進を主張する研究として, 桑原 (����) や日本労働研究機構 (����),
上原 (����), 原・松繁 (����) などがある｡ なお上原 (����) は３つの事例を分析しているが, そ
のうちの２事例において, 遅い昇進選抜が実施されていることから, 遅い昇進を主張する研究に含め

た｡
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代表されるように, 多くの研究の分析対象は国家公務員であった｡ それらの分析は, キャリア

官僚を中心としたキャリア・システムの実態を明らかにしているのであるが, そもそもこの制

度は採用の段階からキャリアとノンキャリアを区別し, 別々の人事管理を行うものである｡ キ

ャリアに着目すれば, この制度は�����の言う庇護モデルでこそあれ, 日本のホワイトカラ
ー一般に見られる制度とは言いがたい４)｡ さらに前浦 (����) が指摘するように, そのような
システムは地方自治体には見られないことから, 民間と公務という性格や目的の異なる組織で

働くホワイトカラーの比較分析をする際には, 地方公務員を対象とするのが適切だということ

になる｡

なお既存の地方公務員の昇進分析には, 研究の進んでいる民間企業との比較分析に耐えうる

ものが少ないため, 前浦 (����) のデータを一部修正して分析を行うこととする｡
1.2 比較対象の選定とデータの性格

本稿は, 民間企業のホワイトカラーのデータは今田・平田 (����) を, 行政組織で働く公務
員のデータは前浦 (����) を基に分析を進めていくが, その前に今田・平田 (����) を比較対
象とする理由とデータの性格について補足説明をしておこう｡

今田・平田 (����) は日本を代表するメーカーである���社 (以下, �社とする) の人事
情報を得て, 様々な実証分析を試みている｡ 筆者の管見の限り, ホワイトカラーの昇進に関し

てこれほどまでに精緻なデータに基づく分析は存在しない｡ これが今田・平田 (����) を比較
対象とする最大の理由である｡ さらに�社は, ����年代半ばにかけて大卒中心の採用に移行
したものの, それ以降はほぼ横ばいになっており, 組織の規模はほとんど変わっておらず, し

たがってどの年齢層でも��％を超える残留率を誇っているため, 雇用保障の厚い公務員との比
較に耐えうるデータといって良い５)｡

次にデータの性格についても説明しておこう｡ 今田・平田 (����) は����年当時の�社の
ホワイトカラーの全員 (約������人) の情報を基に分析を行っているため, 多数のサンプルを
確保することができるが, 前浦 (����) は����年に�県庁に入庁した職員約���名を対象に全
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４) 日本労働研究機構 (����) ����によると, ｢幹部候補生養成のためのキャリアルートの有無｣ につ
いて ｢ない｣ と答えた企業は����％にものぼる｡ つまり日本企業には, 庇護モデルはほとんど存在し
ないことになる｡ ただし橘木 (����) が指摘するように, 昇進として格差が出ていなくても, 組織の
人間から見ると, 昇進しそうかどうかはわかってくるようである｡ このような分析に取り組んだのが,

松繁 (����) や梅崎 (����), 上原 (����) である｡ 彼らは日本の昇進は遅い昇進を前提としながら
も, 松繁 (����) は昇進前の異動に着目し, 昇進前の異動の差が昇進の差となっている可能性を指摘
しており, 梅崎 (����) は役職の上昇を意味する昇進と良い仕事に就くことの関係に着目し, 昇進し
ていくためには良い仕事につくことの重要性を指摘している｡ 上原 (����) は商社で働くホワイトカ
ラーのキャリアを分析しているが, 彼が分析した�社では, 入社間もない時期から仕事の配分格差
が見られ, 昇進や昇格の格差が出る前に選抜が行われていることを明らかにしている｡

５) 今田・平田 (����) ����にある図２‒５には, �社の入社年別残留率が示されている｡
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キャリアを追跡しているため, 一つの年代の対象者を長期間追跡したデータになる｡ 前者はサ

ンプル数を多く確保できるというメリットを有する反面, 一時点の分析に限定されてしまうが,

後者はサンプル数が少なくなるものの, 他方で長期的視点に立って分析を行うことができると

いうメリットを有する｡

このようにデータの質に違いがあり, 一長一短が見られるが, どちらも同じ課題を分析して

いる以上, 大きな支障にはならないと判断した｡

1.3 O 社と A県庁の制度

具体的な分析に入る前に, �社と�県庁の制度の差異を明らかにしておこう｡ 一般的に民
間企業には, 役職の上昇を意味する昇進と, 職務遂行能力の序列である職能資格の上昇を意味

する昇格という二つの仕組みが存在する｡ この二つの仕組みは�社にも存在するため, 少し
補足説明をしておこう｡

今田・平田 (����) �����‒��によると, �社は資格と役職の分離が不十分であったため,
資格を組織における処遇面での軸として独立させ, 役職から分離している｡ それが����年に実
施された制度改定 (図１) である｡ この制度改定を実施した背景には, 管理職の増大により指

揮命令系統が重層化し, 意思決定の非効率が問題になったこと, 高学歴の定期採用者が団塊を

形成して管理職候補者になっており, ポスト不足が生じ始めたことがある｡ この制度改定によ

り, 指揮命令系統が簡素化されたことで業務の効率化が進み, 能力主義が浸透していくことに

なったのであるが, 他方で役職と資格を分離したことにより, ポストとは無関係に昇格するこ

とが可能となったため, 賃金の肥大化を招いてしまったのである｡ 当時�社は, 団塊の世代
が課長格, 部長格への昇進を控えており, 同社にとってきわめて深刻な事態を生じさせていた

のである｡

そこで�社は����年に二度目の大きな制度改革に着手をする｡ この制度改定では, 図２に

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���

図１ 役職と資格の関係 図２ 等級と資格の関係

⇒

資料出所：今田・平田 (����) ����より｡ 資料出所：今田・平田 (����) ����より｡
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示したように, 課長以上に６つの等級を配置し, 本人の能力と業績によって等級が決められる

こととした｡ そして給与は資格ではなく, 等級によって決定されることになった｡ これにより�社は, 役職は職務上の指揮命令系統での地位を表示し, 等級は給与体系での位置づけを意
味し, 資格は名目的なステータスを示すようになったのである｡ そこで今田・平田 (����) は,
新たに導入されたばかりの等級を除く, 役職の上昇を意味する昇進と職能資格上の上昇を示す

昇格の二つを昇進として取り上げている｡

これに対し, 公務員には職務職階制という制度が存在する｡ 吉本・田中 (����) ������‒���
によると, 職務職階制とは, ｢職務｣ をベースとした人事管理の基準となる制度のことであり,

｢能力｣ の序列を中心に展開される民間企業の人事制度とは大きく異なっている｡ ところが大

森 (����) �����‒��において指摘されているように, 職務職階制は完全には実現されておら
ず, 職務をベースとした制度を前提としながらも, その ｢職務｣ の序列によって制度が運用さ

れているわけではない｡ 実際�県庁には, 係長や課長, 次長, 部長などの役職だけでなく,
主任や主査, 主幹など上記の役職と同等に位置づけられるスタッフ職の二つの制度が存在する｡

前者はいわゆる権限や責任を伴うライン管理職であり, 後者は直属の部下を持たないが, 管理

職と同等の職務を担当する職員であることを意味する｡ つまりスタッフ職は役職に付随する形

で設置されているのである｡ 役職数は組織の規模に左右されるが, スタッフ職は役職に比べて

組織の規模による制約を受けにくく, 柔軟に設置することができるのである｡

具体的に�県庁の役職とスタッフ職の説明をすると, 事務職員は事務補, 技術職員は技師
補となり, 一定年度を経て主事・技師となる｡ その上には, 副主任, 係長級 (係長, 主査, 主

任), 課長補佐級 (課長補佐, 主幹), 課長級 (課長, 参事), 部・次長級 (部長, 次長, 参事)

がある｡ 図５と６のキャリア・ツリーに見られる職位は, 職位１が主事補・技師補, 職位２が

主事・技師, 職位３が副主任, 職位４が係長級, 職位５が課長補佐級, 職位６が課長級, そし

て職位７が部・次長級を指す｡ ただし本データでは, 対象者の学歴分類を職位１から２への到

達年数で代替したため, 職位１から２への昇進については, 分析していない６)｡ なお本稿が取

り上げる�県庁のデータは, 大卒事務が��人 (全体の���％), 大卒技術が��人 (全体の���％)
である７)｡

このように組織によって制度上の差異は存在するものの, それはあくまでも能力の序列で制

度を設計するか, 仕事の序列を基に制度が規定されているかの違いであり, いわば序列の中身

の違いでしかない｡ また�社は昇進と昇格を同時に取り上げ, �県庁では, 役職とスタッフ
職を含めて昇進を定義していることから, どちらも昇進に役職の上昇だけでなく, それに付随

する制度上の上昇を含んでいるため, 両者を比較することに問題は無いと考えた｡

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���

６) 対象者の学歴分類については, 前浦 (����) ����を参照のこと｡
７) 昭和��年度入庁者が���名である｡
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２. 分析

まず図３と図４を基に, �社と�県庁に見られる昇進構造の全体像を概観したのち, そこ
から得られた諸結果について立ち入って実証分析を行なっていく｡ 具体的には, 昇進のスピー

ド, 昇進確率, 追いつき追い越しの有無である｡

2.1 昇進構造の全体像

図３の大卒事務のデータによると, 入社から５年目までは一律に処遇されているが, 入社６

年目からは昇進の早い者と遅い者に分かれ始める｡ ただしこの段階での昇進格差は職能資格１

ランク以上にはなっていない｡ そして課長への選抜になると, 昇進の早い者と遅い者に分れる

だけでなく, 上位の役職に昇進しないで滞留する者が出現し, 昇進する者としない者との選別

が行なわれている｡ この段階での昇進格差は, ２ランク以上になっている｡ つまり入社５年目

までは一律年功モデルであるが, 入社６年目から課長に昇進する��年目にかけて昇進スピード
競争モデルになり, それ以降になると, トーナメント競争モデルになる｡

図４の大卒技術のデータであるが, 大卒事務と同じ傾向を指摘できる｡ 入社から５年目まで

は一律に処遇されているが, 入社６年目から昇進の早い者と遅い者に分かれるようになる｡ た

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���

図３ 大卒事務

資料出所：今田・平田 (����) ����より｡
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だしこの段階での昇進格差は, 職能資格１ランク以上の格差になっていない｡ そして課長以降

の選抜になると, 昇進の早い者と遅い者に分かれるだけでなく, 上位の役職に昇進しないで滞

留する者が出現し, 昇進する者としない者では２ランク以上の格差となることが指摘されてい

る｡ 大卒技術も入社５年目までは一律年功モデルであるが, 入社６年目から課長に昇進する��
年目にかけて昇進スピード競争モデルになり, それ以降になると, トーナメント競争モデルに

なる｡

では公務員の昇進はどのようになっているのだろうか｡ 次に図５と図６を基に, �県庁の

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���
図４ 大卒技術

資料出所：今田・平田 (����) ����より｡
図５ 大卒事務

資料出所：前浦 (����) ����より｡
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大卒事務と大卒技術のキャリア・ツリーを見ていくが, 図５によると, 大卒事務は勤続３年目

から６年目までは昇進格差は見られないが, 職位４への昇進選抜では, 昇進格差が発生する｡

最も昇進の早い職員は８年目に, 最も遅い職員は��年目に到達していることから, その差は大
きい｡ さらに昇進の早い職員は, 他の職員が職位４に昇進する前に職位５に昇進しており, こ

の段階での職員間の昇進格差は, 役職一段階以上になっている｡ また勤続��年目に職位３に到
達した職員は職位４に昇進するものの, それ以上は昇進しておらず, 職位４から職位５への昇

進選抜において昇進の頭打ちが発生している｡ ただしそのような職員は少数であることを考え

れば, この段階で昇進できる者とそうでない者に選別しているとは言い切れない｡ そこで職位

５への昇進選抜に目を移すと, 勤続��年目に５人が職位６に昇進できずに滞留している｡ この
結果から, この段階での昇進格差を挽回することはできないことがわかる｡ すなわちこの段階

で昇進できる者とそうでない者との選別が行なわれていることになる｡

図６は大卒技術のキャリア・ツリーであるが, 大卒事務と同様, 勤続３年目から８年目まで

昇進格差は見られない｡ そこで職位２から職位４への昇進選抜に目を移すと, 昇進の早い職員

は勤続��年目から職位４に到達しているのに対し, 昇進の遅い職員が職位４に到達するのは��
年目である｡ この段階から昇進の時期にかなり開きが見られる｡ しかも昇進の早い職員は, 全

ての職員が職位４に昇進する前に, 職位５へ昇進していることから, この段階での昇進格差は,

大卒事務と同様, 役職１段階以上となる｡ またこの段階では, 職位４から職位５に昇進できな

い職員が２名存在するが, 多くの職員が職位５に昇進していることを考えれば, この段階で昇

進できる者とそうでない者の選別が行なわれているとは考えにくい｡ そこで職位６への昇進選

抜を見ていくと, 多くの職員がこの段階で昇進できなくなっていることがわかる｡ つまり大卒

技術も, 大卒事務と同様, この段階で昇進格差が挽回できないことになり, 職位６への昇進選

抜において, 昇進できる者とそうでない者の選別が行われていることになる｡

このように, �県庁では, 勤続６－８年目まで昇進格差は発生しないが, 職位４への昇進

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���

図６ 大卒技術

資料出所：前浦 (����) ����より｡
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選抜において昇進する時期に差が見られる｡ また職位６への昇進選抜において, 昇進できる者

とできない者の選別が行なわれていることがわかる｡ つまり勤続６－８年は格差がつかないと

いう点で一律年功モデルに近いが, それ以降になると, 昇進格差が出始めるが, その格差は昇

進の早い者と遅い者とで役職１段階以上になる｡ そして課長への昇進が始まる��年目以降にな
ると, トーナメント競争になることがわかる｡

そこで�社と�県庁の昇進選抜はどの点に差異と共通点があるのだろうか｡ 両者に見られ
る共通点は, 初期の頃の一定期間昇進格差が見られないことと, 課長選抜以降になると, トー

ナメント競争になる点である｡ この結果は日本企業で一般的な遅い昇進であるとことを示して

いる８)｡ 他方で両者が異なるのは, トーナメント競争になる前段の昇進格差が発生し拡大して

いく過程で, �社では１ランク以上の格差はつかないのに対し, �県庁では役職１段階以上
の格差がつくことである｡

2.2 昇進のスピード

昇進のスピードでは, 昇進選抜の時期と各昇進選抜におけるスピードの差という二つの視点

から分析を試みる｡

先に見た４つのキャリア・ツリーから�社や�県庁における昇進の全体的な構造が似てい
ることが明らかとなったが, その分析結果を踏まえて, さらに詳細な分析を行っていく｡ ただ

し性格の異なる組織を比較するため, 両者の差異をできるだけ埋め合わせる分析上の工夫が必

要になる｡ 特に�社と�県庁は, 人事制度が異なるだけでなく, 役職数や役職名も異なって
いる｡ そこで本稿では, 表１に示したように, 混乱を避けるために, 役職名よりもランクとい

う言葉を用いて分析を進めていく｡

�.�.� 昇進選抜の時期

まず表２の昇進の時期を見ていく｡ �社の場合, ランク１への昇進選抜では, 大卒事務,

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���

８) 日本労働研究機構 (����) によると, 日本企業において昇進格差がつき始める第一選抜時期は, 平
均で���年であり, 昇進できる者とできない者が出てくる横ばい群出現期は����年である｡

表１ O社と A県庁における役職の対応関係�社 �県庁
ランク４ 部長 部・次長級 (部長, 参事)

ランク３ 次長 課長級 (課長, 参事)

ランク２ 課長 課長補佐級 (課長補佐, 主幹)

ランク１ 係長 係長級 (係長, 主任, 主査)

資料出所：今田・平田 (����) �����‒��および前浦 (����) より｡
注１. �県庁の括弧内にはスタッフ職を記した｡
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大卒技術に関係なく, ９年目から昇進が始まっている｡ しかし大卒事務が��年目にかけて昇進
しているのに対し, 大卒技術は��年目で昇進が終わっており, 昇進選抜の期間は大卒技術の方
が短い｡ この傾向は, ランク２への昇進選抜にも見られる｡ 最も早くランク２に昇進した人は

勤続��年目であるが, 大卒事務は��年目, 大卒技術は��年目で昇進が終わる｡ これに対し, ラ
ンク３への昇進選抜では, 大卒事務, 大卒技術ともに��年目から昇進が始まるが, 大卒事務が��年目, 大卒技術は��年目で昇進が終わっており, 大卒事務の昇進期間の方が短くなる｡ そし
てランク４への昇進選抜では, どちらも��年目から昇進し, 最後に昇進した人は��年目である｡
次に�県庁のデータを見たい｡ ランク１への昇進選抜では, 大卒事務が勤続７年目から,

大卒技術は９年目から昇進しており, 事務職員は技術職員よりも昇進スピードが早いことがわ

かる｡ ただしランク１に昇進した人の中には, 事務職員で��年目, 技術職員は��年目の職員が
含まれている｡ ランク２への昇進選抜では, 大卒事務が��年目から��年目, 大卒技術は��年目
から��年目にかけて昇進している｡ ランク３への昇進選抜では, 大卒事務は��年目から��年目
にかけて, 大卒技術は��年目から��年目にかけて昇進している｡ この段階から, 事務職員と技
術職員との差が大きくなる｡ ランク４への昇進選抜では, 大卒事務は��年目から��年目にかけ
て昇進しているが, 大卒技術はランク４には昇進していない｡

これらの結果から�社と�県庁を比較すると, 昇進が始まる時期には差が見られないこと
がわかる｡ つまり組織によって役職数と役職名に差異が見られるが, 基本的な昇進選抜の時期

は似通っていることがわかる｡ 両者に見られる決定的な差異は, 昇進にかける期間の長さと大

卒事務・大卒技術との差である｡ 両者の選抜時期はほぼ同じ時期に始まっているが, 最も遅く

昇進する人のタイミングは, �社に比べて�県庁はかなり遅い｡ また�社は, どの昇進選抜
であっても, 大卒事務と大卒技術との差は見られないが, �県庁では, ランク１の段階から
両者の差が見られ, それはランク３以降になると拡大していく｡�.�.� 各選抜におけるスピードの差

表２の結果から, �社と�県庁との共通点と差異が明らかとなったが, 次にそれぞれの昇

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���
表２ 昇進スピード

ランク１ ランク２ ランク３ ランク４�
社

大卒事務 ９－��年 ��－��年 ��－��年 ��－��年
大卒技術 ９－��年 ��－��年 ��－��年 ��－��年�

県
庁

大卒事務 ７－��年 ��－��年 ��－��年 ��－��年
大卒技術 ９－��年 ��－��年 ��－��年 －

資料出所：今田・平田 (����) �����‒��および前浦 (����) �����‒��より｡
注１. 今田・平田 (����) との比較のために, 前浦 (����) のデータを一部修正
している｡
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進選抜における昇進の早い人と最も遅い人との差を見ておこう｡

表３は最も早く昇進した人と最も遅く昇進した人の勤続年数の差を示しているが, ランク１

への昇進選抜では, どちらの組織でも, 大卒事務は大卒技術に比べ, 昇進時期に見られる差が

大きいという共通点が見られる｡ ただし昇進するのにかかった勤続年数は, �県庁は�社の
３‒５倍も長い｡ ランク２への昇進選抜になると, どちらの組織もランク１に比べて時間をか

けなくなっているが, それでも�県庁は�社に比べ, 昇進選抜に時間をかけている｡ ところ
がランク３への選抜になると, 今度は�社が�県庁よりも昇進選抜に時間をかけている｡ こ
の段階において, �社は�県庁の３倍程度の時間をかけている｡ ランク４への選抜では, �
県庁の大卒技術が到達していないため, これを除けば, 両者の差は見られなくなる｡

要するに, �県庁はランク１とランク２への昇進選抜には時間をかけているが, それ以降
になると, 時間をかけなくなるのに対し, �社はランク１とランク２への昇進選抜ではあま
り時間をかけないが, ランク３への昇進選抜には時間をかけるようになる｡ この結果だけを見

れば, �県庁はランク１とランク２への昇進選抜において, 多くの職員に昇進機会を与える
一方で, 同時により上位の役職に昇進する職員の選別を行い, それがランク３への選抜で形と

なって現れることが推測される｡ これに対し�社は, ランク１とランク２への選抜から昇進
機会を限定し, ランク１とランク３への昇進選抜において, 時間をかけて昇進する者とそうで

ない者を選別しているのか, もしくはランク１とランク２への昇進選抜では, ほぼ自動的に昇

進しているだけで, 本当の意味で絞り込むのはランク３への昇進選抜とも考えられる｡ この点

については, 昇進選抜にかける期間の長短だけでははっきりしないため, 昇進確率を検討して

判断したい｡

2.3 昇進確率

次に昇進確率を取り上げる｡ 表４によると, �社では, ランク１への昇進選抜では, 大卒
事務と大卒技術ともに７割を超えているが, �県庁では, 大卒事務が����％, 大卒技術は����
％であり, ��％程度の差が見られる｡ ランク２への昇進選抜では, �社の大卒事務と大卒技
術は��％前後の昇進確率を示しているが, �県庁では大卒事務が����％であるのに対し, 大卒
技術は����％と２割以上の差を維持している｡ ランク３に目を移すと, �社は��％台を示して

立教経済学研究 第��巻 第２号 ����年���
表３ 昇進スピードに見られる差

ランク１ ランク２ ランク３ ランク４�
社

大卒事務 ７年 ３年 ９年 ６年

大卒技術 ３年 ２年 ��年 ６年�
県
庁

大卒事務 ��年 ��年 ３年 ５年

大卒技術 ��年 ��年 ４年 －

資料出所：表２に同じ｡
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いるが, �県庁の大卒事務は����％, 大卒技術は����％になり, 両者の差は６‒７％ほど昇進
確率が低くなる｡ ランク４への昇進選抜では, �社の大卒事務は���％, 大卒技術が���％と��
％を下回るが, �県庁の大卒事務は１割を超えており, この段階で初めて�県庁の昇進確率
は�社を上回る｡
以上の�社と�県庁の昇進確率から, �社は�県庁に比べ, ランク２とランク４への昇進

の２段階で昇進確率が大きく低下するのに対し, �県庁では, ランク３への昇進選抜におい
て, 昇進確率が大きく下がることがわかる｡ つまり�県庁では, 昇進する者を絞り込む時期
が�社よりも早い可能性が指摘できるが, 同時に表３より�社はランク１とランク３への昇
進選抜に時間をかけていることから, �社は昇進できる者の絞り込みを２度行なっているこ
とがわかる｡

2.4 追いつき・追い越しの有無

昇進における追いつきと追い越しとは, 昇進の遅れを取り戻せるかどうかのことを言うが,

前者は先に昇進した者に追いつくことであり, 後者は昇進の遅れを取り戻すだけでなく, 自分

より先に昇進した者を追い抜くことを意味する｡ ここでは追いつきと追い越しが各昇進選抜に

見られるかどうかに着目するが, これらが存在する場合は, 人によって各ランクへの昇進の時

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���
表４ 昇進確率 (％)

ランク１ ランク２ ランク３ ランク４�
社

大卒事務 ���� ���� ���� ���
大卒技術 ���� ���� ���� ����

県
庁

大卒事務 ���� ���� ���� ����
大卒技術 ���� ���� ���� ���

資料出所：今田・平田 (����) �����の図２‒��および前浦 (����) �����の表４
より｡

表５ グループ分け (大卒事務) 表６ グループ分け (大卒技術)

ランク１ ランク２ ランク３ ランク４ ランク１ ランク２ ランク３ ランク４�
社

�� ９年以下 ��年以下 ��年以下 ��年以下 �
社

�� ９年以下 ��年以下 ��年以下 ��年以下� － ��年 ��年 － � － ��年 ��年 －�� ��年以上 ��年以上 ��年以上 ��年以上 �� ��年以上 ��年以上 ��年以上 ��年以上�
県
庁

�� ７－��年 ��－��年 ��－��年 ��－��年 �
県
庁

�� ９－��年 ��－��年 ��－��年 －� ��年 ��年 － － � ��年 ��年 ��年 －�� ��－��年 ��－��年 ��－��年 ��－��年 �� ��－��年 ��－��年 ��－��年 －

資料出所：今田・平田 (����)�����および図�･�より作成｡ 資料出所：表５に同じ｡
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期が異なることを意味するだけでなく, 昇進競争の厳しさを示す指標にもなる｡

具体的なデータは, 昇進するのに要した勤続年数を基に, フロントランナー (表中の��)
とミドルランナー (表中の�), フォロワー (表中の��) のグループに分類し, 次の昇進選
抜の際にどのグループに属したかを示している｡ 今田・平田 (����) によると, フロントラン
ナー (表中の��) は昇進レースにおける先行集団を形成する人を意味し, フォロワーズ (表

中の��) とは先行集団であるフロントランナーを追いかけて後続集団を形成する人達を示す｡
ミドルランナー (表中の�) とは, フロントランナーとフォロワーズの間に位置づけられる｡
グループ分けは, 表５と表６に示したとおりであるが, 分類の仕方は, 昇進が最も早い者と

昇進が最も遅れている者を取り上げ, 両者が昇進するのに要した年数の差を算出している｡ 年

数が偶数の場合は, ��と��の二つにわけ, 奇数の場合は, 真ん中の数値を�にし, 前半部
分を��, 後半部分を��とした｡�.�.� 大卒事務

①ランク２への昇進選抜

表７によると, �社では, ランク１の��の７割がランク２の��になっており, ランク１
の��の６割強がランク２の��になっている｡ 縦に見ると, ランク２の��の����％をランク
１の��が占め, ランク２の��の����％をランク１の��が占めている｡ これだけを見れば,
ランク１での昇進の早さがランク２の選抜にも継続されていることを意味するが, ランク１の��はランク２の��に����％, ランク１の��は, ランク２の��に����％の割合で入ってい
るため, 割合としては高くはないが, 追いつきや追い越しが繰り広げられていることがわかる｡�県庁のデータには, ランク１の��しか存在しないが, ランク２の��に入るのは全体の����％, ランク２の�に入ったのが����％, ランク２の��には半分が含まれる｡ つまり�
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表７ ランク２への昇進 (大卒事務) (％)

ランク２�� ランク２� ランク２�� 合計�
社

ランク１�� ���� ���� ���� ��������� ���� ����
ランク１�� ���� ���� ���� ��������� ���� ����
合計 ����� ����� ������

県
庁

ランク１�� ���� ���� ���� ���������� ����� �����
合計 ����� ����� �����

資料出所：今田・平田 (����) �����‒��および�県庁職員録 (各年版) より作成｡
注１. 下線部は縦に見たときの割合を示している｡ 以下同じ｡
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社と同じく, ランク１での昇進の早さでランク２の昇進が決まっているわけではないことがわ

かる｡

ランク２への昇進選抜においては, �社も�県庁でも, 可能性の差こそあれ, ランク１で
の昇進の早さによってその後の昇進機会が決まるわけではないことがわかる｡

②ランク３への昇進選抜

次に表８のランク３への昇進選抜に着目する｡ これによると, �社ではランク２への昇進
選抜よりも, ランク３への昇進選抜の方がより厳しくなっていることがわかる｡ ランク２の��は, ����％の割合でランク３の��に入っている｡ さらにランク２の�は, ２割がランク
３の��に, 半数以上がランク３の�に, 約���が��になっている｡ ランク２の��では,����％がランク３の��になっており, ランク２への選抜よりも, 全体的に割合が高い｡ つま
りそれだけランク２への昇進の時期とその後の昇進との関係は強いということになるが, 他方

でランク３の�にはランク２の��, �, ��で構成されているのに対し, ランク３の��に
はランク２の�と��が入っていることから, この段階においても, 僅かではあるが, 追い
つきや追い越しが見られる｡�県庁を見ると, ランク２の�とランク２の��しか存在しないが, ランク２の�はラン
ク３の��に, ランク２の��はランク３の��になっている｡ つまり追いつきも追い越しも
見られないことを意味する｡�社と同様, �県庁もランク３への昇進選抜になると, その前の昇進選抜の結果が強く効
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表８ ランク３への昇進 (大卒事務) (％)

ランク３�� ランク３� ランク３�� 合計�
社

ランク２�� ���� ��� ��� ��������� ��� ���
ランク２� ���� ���� ���� ��������� ���� ����
ランク２�� ��� ��� ���� �������� ��� ����
合計 ����� ����� ������

県
庁

ランク２� ����� ��� ��� ���������� ��� ���
ランク２�� ��� ��� ����� �������� ��� �����
合計 ����� ��� �����

資料出所：表７に同じ｡
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いているが, その程度は�県庁においてかなり強い｡
③ランク４への昇進選抜

最後にランク４への昇進選抜を取り上げる｡ �社では, ランク３の��の����％がランク４
の��になり, 残りはランク３の��になっている｡ またランク３の�と��は全てランク４
の��になっていることから, この段階で追いつきは見られるものの, 追い越しはできなくな
っている｡�県庁を見ると, ランク３の��はランク４の��に, ランク３の��はランク４の��にな
っており, この段階では, 追いつきや追い越しも見られない｡ つまりランク３での昇進の早さ

がランク４の昇進選抜に強く影響を及ぼしていることがわかる｡ ただしこの傾向は, �県庁
のランク３への昇進選抜の段階から見られるものである｡

これらの結果から, 大卒事務については, �県庁に比べ, �社は上位のランクに至るまで
追いつきや追い越しが行われており, �社の大卒事務は, 最終的に誰が昇進競争に残れるか
がはっきりしない厳しい昇進競争が長期間継続されていることがわかる｡ それに対し, �県
庁はランク３への昇進段階において, 追いつきや追い越しが見られなくなることから, この段

階で実質的に昇進できる者とそうでない者との選別が行われている｡ つまり�県庁は, �社
に比べ, 選別の時期は早いのである｡
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表９ ランク４への昇進 (大卒事務) (％)

ランク４�� ランク４� ランク４�� 合計�
社

ランク３�� ���� ��� ���� ���������� ��� ����
ランク３� ��� ��� ����� �������� ��� ����
ランク３�� ��� ��� ����� �������� ��� ���
合計 ����� ��� ������

県
庁

ランク３�� ����� ��� ��� ���������� ��� ���
ランク３�� ��� ��� ����� �������� ��� �����
合計 ����� ��� �����

資料出所：表７に同じ｡
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�.�.� 大卒技術

①ランク２への昇進選抜

表10によると, �社では, 大卒事務に比べ, 大卒技術はランク１での昇進の早さがランク
２への昇進選抜に与える影響が強くないことがわかる｡ ランク１の��の����％がランク２の��に, ランク２の�に����％, ランク２の��に����％が含まれる｡ またランク１の��を見
ると, ランク２の��に５％程度, ランク２の�に����％, ランク２の��に����％と分かれ
る｡ さらに縦の割合では, ランク３の��の多くはランク２の��で占められ, ランク２の�
の多くはランク１の��で形成されている｡ この結果, ランク２への昇進選抜では, 追いつき
や追い越しが行われていることがわかる｡�県庁を見ると, ランク１の��は, ランク２の��に����％, ランク２の�に����％, ラ
ンク２の��に����％に分かれている｡ この結果, 追いつきも見られるということになるため,
ランク１での昇進の早さがランク２への昇進を左右するわけではないということがわかる｡ た

だしランク１の�と��が, ランク２の��になっていることから, �社に比べ, 追いつきや
追い越しが制限されている｡

ランク２への昇進選抜では, �社では追いつきや追い越しが見られ, �県庁では追いつき
が存在している｡ そのためこの段階では, 昇進できる者とそうでない者との選別は行なわれて

いないことになるが, その程度は�県庁に比べ�社において大きい｡
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表10 ランク２への昇進 (大卒技術) (％)

ランク２�� ランク２� ランク２�� 合計�
社

ランク１�� ���� ���� ���� ��������� ���� ����
ランク１�� ��� ���� ���� ��������� ���� ����
合計 ����� ����� ������

県
庁

ランク１�� ���� ���� ���� ���������� ����� ����
ランク１� ��� ��� ��� �������� ��� ����
ランク１�� ��� ��� ����� �������� ��� ����
合計 ����� ��� �����

資料出所：表７に同じ｡
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②ランク３への昇進選抜

表11によると, ランク２の��は, ����％がランク３の��に, ����％がランク３の�にな
っており, ランク２の�は, ランク３の��に����％, ランク３の�に����％, ランク３の��に����％に分かれる｡ ランク２の��は, ５％程度がランク３の�に, 多くがランク３の��になる｡ これだけを見ると, ランク２の昇進の早さが決定的に重要だと思われるが, 縦の
割合を見ると, ランク３の��はランク２の��と�で構成され, ランク３の�は, ランク
２の��と�, ��から構成されている｡ つまりこの段階でも, 追いつき追い越しが実施され
ているが, ランク３の��は, ランク２の�と��で形成されていることから, 昇進は早い方
が良いということになる｡�県庁については, ランク３の��はランク２の��のみであり, ランク２の�と��はラ
ンク３の��になっている｡ この段階での選抜では, 追いつきや追い越しができなくなってい
ることがわかる｡

ランク３への昇進選抜では, �社では追いつきや追い越しが繰り広げられているが, �県
庁ではすでに行われなくなっている｡ �県庁では, ランク２への昇進選抜の段階で, 上位へ
の役職へ昇進できるかどうかが決まるといえる｡

大卒技術については, 大卒事務と同様, �社はランク３への昇進選抜でも追いつきや追い
越しが見られ, 昇進競争が展開されているが, �県庁では, ランク３への昇進選抜において,
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表11 ランク３への昇進 (大卒技術) (％)

ランク３�� ランク３� ランク３�� 合計�
社

ランク２�� ���� ���� ��� ��������� ��� ���
ランク２� ���� ���� ���� ��������� ���� ����
ランク２�� ��� ��� ���� �������� ��� ����
合計 ����� ����� ������

県
庁

ランク２�� ����� ��� ��� ���������� ��� ���
ランク２� ��� ��� ����� �������� ��� ����
ランク２�� ��� ��� ����� �������� ��� ����
合計 ����� ����� �����

資料出所：表７に同じ｡

����������������������������������������������������������������



すでに追いつき追い越しは見られないため, ランク２への昇進選抜で, 昇進できる者とそうで

ない者との選別が実質的に行われていることになる｡

３. 結論

これまでの分析結果をまとめると, 行政組織と民間企業では, 昇進選抜がほぼ同じ時期に行

われていること, さらに初期の段階ではあまり差はつけないが, その格差は徐々に広がってい

き, 課長への選抜期の手前になると, トーナメント競争が繰り広げられるという共通点を有す

ることが明らかとなった｡ つまり公務員を含めたホワイトカラーの昇進構造は, 今田・平田

(����) のいう三つの昇進モデルが重層的に重なり合っていることが確認できる｡
しかし他方で昇進の実態を細かく分析していくと, 両者にはいくつか差異が見られる｡ 昇進

確率では, �県庁は�社に比べ, 総じて昇進確率が低いことである｡ そのため�県庁では,
早い段階から厳しい昇進競争が繰り広げられている可能性が高い９)｡ さらに追いつき追い越し

の有無では, �社はランク３への昇進選抜でも追いつきや追い越しが見られるのに対し, �
県庁ではランク３への昇進選抜から, 追いつきや追い越しが見られなくなる｡ 追いつき追い越

しが見られる期間が短いということは, それまでの昇進格差を挽回する機会が限定されること

を意味するため, �県庁は, �社に比べ, 早い段階で昇進できる者とそうでない者を選別し
ていることになる｡ つまり昇進確率と追いつき追い越しの有無から見ると, �県庁はキャリ
ア・ツリーに見られる横ばい群の出現期よりも, 早い段階で選別を行なっていることになる｡

これらの分析結果から得られるインプリケーションとして指摘すべきは, �社の昇進は日本
企業に広く一般的に見られる遅い昇進だと言えるが, �県庁の昇進競争は比較的早い昇進だ
ということである｡

ところで役職数は組織の規模によって規定されるため, 上位の役職への昇進選抜になるほど,

昇進競争は激しくなるのは当然であるが, 他方で昇進はインセンティブ機能を果たす以上, 一

定程度の昇進確率を維持しなくてはならない｡ このような事情はどんな組織であっても共通す

るはずであるが, それにもかかわらず, なぜ組織によって昇進構造が異なるのだろうか｡ 本稿

では, その要因として下記の３点を指摘する｡

第一に, 雇用保障である｡ 公務員は法律によって雇用が厚く保障されているため昇進選抜に

もれたとしても, 離職を選択しない可能性が高い｡ そのため�県庁は, 早期選抜を行ないや
すいのだと考えられる｡ これに対し民間企業は市場競争に晒されており, 公務員に比べ雇用保

障が厚いとは言い難い｡ そうであるからこそ, 社員は自分の働き振りが組織の盛衰や存続に影

響を及ぼすことを認識し, 企業側はその前提に立って多くの社員の労働意欲を最大限引き出す

大卒ホワイトカラーの昇進構造 ���

９) ただし�社は昇進できる者のしぼり込みを２度も行っており, �社の昇進が�県庁に比べて厳し
くないというわけではない｡
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ために, できる限り多くの社員に昇進機会を確保し, 長期に亘る昇進競争を繰り広げる必要が

あるのだと考えられる｡

第二に, 大卒のホワイトカラーの位置づけの違いである｡ �社は製造業に属する������人を
超える大企業であるが, 大卒ホワイトカラーは約������人であり, 全体の約���に相当する｡
これに対し�県庁は毎年大卒の採用を行っているものの, ����年度入庁者に限ってみれば,
大卒職員が全体に占める割合は２割にも満たない｡ つまり�県庁にとって, 大卒は貴重な戦
力であり, 彼らの中から将来の幹部候補生をできるだけ早いうちに選抜・育成する必要性があ

ったのかもしれない｡

第三に, 人事制度に見られる差異である｡ 一般的に民間企業は, 権限や組織内での地位の保

証は昇進で, 昇給は職能資格制度でというように, ２つの制度を基準として社員の労働意欲を

引き出しているが, 公務員は職務職階制を前提とした制度のもとに置かれているため, 職員の

労働意欲を引き出す手段は昇進しかない｡ ただし行政組織であっても, 多くの職員の労働意欲

を高める必要性があるため, 表面上, 昇進できる者とそうでない者を分ける選別をできるだけ

遅らせながらも, 徐々にその昇進可能性を低下させる形で, 比較的早い時期に実質的な選別を

行っているのだと考えられる｡

最後に本稿が抱える課題を記しておく｡ 本稿は�社と�県庁という性格の異なる組織の比
較分析という形で, 大卒ホワイトカラーの昇進の実証分析を試みたが, 本稿の分析だけで地方

公務員の昇進が早い昇進と断定することはできない｡ それは分析対象が�県庁や�社という
２つの事例に限定されるという一般性の問題もあるが, それ以上に�県庁が実質的に早い昇
進を実施しているのであれば, 早い昇進の研究に見られるように昇進と異動の関係からの検証

が必要となる｡ また�県庁のデータは, ����年に�県庁に入庁した職員であり, �社のデー
タは����年当時のホワイトカラーのデータであることから, 時期的なズレという問題も残され
る｡ これらの課題については, 他日を期したい｡
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